
Ⅰ．はじめに

　世界農林業センサス（以下，センサスと略す）は１９５０年以来，

１０年に一度，森林資源の現況や林業生産活動の実態に関して大規

模に全国調査が実施されている。９０年以来，バブル経済の崩壊と

経済のデフレ化，地球環境問題が激化と森林問題への関心の高ま

り，木材の需要構造の変化と下げ止まらない木材価格，九州では

台風被害を経験するなど森林・林業を取り巻く様々な状況が激変

しており，こうした中で森林・林業がどのような実態にあるのか

を２０００年度センサス用いて分析することが待たれている。

　１９９０年センサス林家調査を分析した興梠によると，非農家林家

の増加や不在村化が進行し，森林の保育水準が全般的に低下して

いるものの，九州では「５０～１００ha 層の農家林家を中心に家族労

力への依存を強め」，５０ha 未満層でも他地域に比べて「集約的な

育林経営が行われ，木材生産・販売活動も活発で，また林業・農

業主業林家率が高くなっており，農林複合という形で積極的な経

営の展開がみられる」（�）とした。しかし，その後９０年代に九

州を対象とした実証研究を通じて，堺（�）や佐藤（�）は木材

価格の低迷は林家の活力を低下させ，南九州を中心として皆伐に

よる主伐の増加とその後の再造林放棄，立木のみでなく山林売却

圧の強まりなど林家の林業離れの広がりと深化が見られること，

一方でそうした民有林地帯での素材生産業者の活性化を指摘して

いる。

　一方，岡森（�）は２０００年センサスの結果概要（林家調査分）

を用いて，①林家，特に農家林家の大幅な減少，②低下する販売

活動，③維持される保育等作業と林家の自営化，④九州が引き続

き相対的に生産が活発であることを明らかにしている。本報告で

は，以上の研究を踏まえ，また２００１年１０月現在で入手可能であっ

たデータを用いて，九州の素材生産の特徴を把握することを目的

に，林家調査結果を地帯別，農家と非農家別及び階層別に分析し，

さらにサービス事業体等調査結果によって素材生産業者（森林組

合や個人も含む）の特徴点を明らかにする。

　なお，表－１は２０００年センサスの調査種類及び対象，９０年セン

サスからの変更点についてまとめたものである。林家調査は項目

の簡素化と定義及び実査対象下限の引き上げが行われており，９０

年センサスと比較する際，留意されたい。

Ⅱ．林家の伐採性向の変化

　（１）間伐実施林家率の変化

　図－１は横軸に１９９０年の間伐実施林家率（過去１年間に間伐を

実施した林家／林家総数）を縦軸に２０００年の間伐実施林家率をと

り，農家林家と非農家林家別及び地帯別にプロットした図である。

全国的にみると，農家林家は非農家林家よりも実施率が高く，９０

年水準を維持している（農家林家９０年２０．１％→２０００年２０．６％，非

農家林家１４．２％→１１．８％）。東海，北関東，北陸，東北の農家林
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１０年に１度行われる世界農林業センサスの２０００年調査結果は，現在随時公表されている。本報告では現時点（２００１年１０月）において公表

ずみの数値を用いて，九州における林家及びサービス事業体の素材生産活動の特徴点について分析した。林家の間伐実施は９０年時点と同

様に他地帯よりも活発であるが，実施林家率の低下が大きいこと，主伐は農家林家と非農家林家で動向が異なり，特に南九州において非

農家林家の主伐実施林家率が高まっている。この背景には活発な素材生産事業体の存在があり，南九州の素材生産性は北海道に次いで高

いことが明らかとなった。

表－１．２０００年世界農林業センサス・林業調査の構成

調査方法・項目の変更対　象調査名

調査項目の追加
（Ex：ボランティア，レク利用）

属地
（主に市町村）

林業地域調査

定義の下限，実査対象の下限
を変更，項目の削減（労働投
入量等），調査方法の変更

属人
林業事業体調査
（＝山林保有者）

定義：０．１→１ ha へ
実査対象：１→３ ha へ

（世帯）林家調査　　　

実査対象　１ ha →１０ha へ（会社・社寺等）
林家以外の林業
事業体調査　　

新規調査：造林業者・素材
生産業者の実態把握可能に

属人
林業サービス事業
体等調査

資料：２０００年センサス結果概要より作成

�　　

�

速　報



家は間伐実施率が数ポイントだが高まっている。その要因として

は，①資源の育成に伴う間伐対象林分を有する林家が増加した

（東北），②農家林家の非農家林家化が大きく生産意欲のない層が

脱落した（北陸），③県独自の間伐対策事業が積極的に展開され

ている（東海）等が考えられる。

　一方，九州は農家，非農家を問わず９０年に比べて２０００年の実施

率の落ち込みが大きいことが示されている。特に，南九州の農家

林家は３４．０％から２８．０％へ，北九州の非農家林家は２４．５％から

１７．７％へと６ポイント以上も落ち込んでいる。山林保有階層的に

みると１０年間で１０％以上低下しているのは，農家林家では北九州

の３０～１００ha 層，５００ha 以上層と南九州の１０ha 以上層，非農家林

家では北九州の５０～１００ha層，５００ha以上層，南九州の５０～１００ha

層となっている（表－２）。９０年センサス時点で農林複合経営の

形成による自家労力による間伐生産として注目された階層の実施

林家率が低下しているといえる。九州において複合経営作物の大

きな柱であった椎茸の経営環境がこの１０年で極めて悪化しており，

その影響が大きいと思われる。この点については，間伐対象林分

保有林家の減少という影響と合わせ，林業地域調査を踏まえて，

より詳しい分析が必要である。

　（２）主伐実施林家率の変化

　図－２は図－１と同様の方法で主伐実施林家率についての散布

図である。なお，センサスの林家調査でいうところの「主伐」に

は「立木売り」は含まれていない。この点注意を要するが，主伐

実施に関する林家の動向は把握できると考えられる。

　農家林家については間伐の場合とは異なり，北九州と南九州で

は実施率の差が大きく，南九州は実施林家率が５％台と高い。全

国平均では９０年，２０００年ともに２．１％で変化はない。但し，資源

の齢級構成の高まりを考慮すると主伐をしないという傾向が強

まっているといえる。特に，東海や北陸では実施率も低下してい

る。一方，非農家林家は全国平均で１．１％から１．４％へとわずかな

がら増加し，地域別にみても北陸以外はすべての地域で増加して

いる。とりわけ，南九州の場合，１．９％から３．７％へと倍加してい

ることが大きな特徴である。

　表－３は全国平均及び九州について保有階層別の主伐実施林家

率を示している。網掛け部分は１９９０年よりも２０００年の方が高い階

層である。農家林家についてみると全国の５００ha 以上層と南九州

の１００ha 以上層及び３～５ ha で実施率が高まっているが，他の

階層及び北九州では全階層が低下または同水準で推移している。
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図－１．地帯別にみた間伐実施林家率の変化 図－２．地帯別にみた主伐実施林家率の変化

表－２．保有山林規模別の間伐実施林家率
（単位：％）

非農家林家農家林家

南　九　州北　九　州全　　国南　九　州北　九　州全　　国

２０００年１９９０年２０００年１９９０年２０００年１９９０年２０００年１９９０年２０００年１９９０年２０００年１９９０年

１８．２２３．９１７．７２４．５１１．８１４．２２８．０３４．０３０．０３５．６２０．６２０．１総平均

１５．４２１．８１２．５１７．９８．２１０．３２３．３２６．８２２．７２８．０１５．５１４．９３～５ ha

１６．９２１．６１６．３２３．４１０．６１３．２２６．８３１．９２９．７３５．６１９．９１９．１５～１０ha

２０．５２７．７２１．９３０．１１４．４１６．９３１．１４１．２４０．１４６．４２６．０２５．６１０～２０ha

２５．２３０．４３３．０３３．７１８．５２０．９３５．２４９．０４６．４５２．０３１．１３２．３２０～３０ha

２３．６３０．６３０．８４０．１２０．４２３．５３８．９５４．３４６．３５７．５３３．０３７．４３０～５０ha

３０．２４０．６３４．６４６．８２５．８２７．８４５．６６２．８５６．３７１．０３９．５４４．４５０～１００ha

４５．７３５．６４７．７５０．７３１．６２８．２６２．９７５．９６８．４６６．４５０．４４９．８１００～５００ha

６０．０３３．３４２．９７０．０３３．７３０．００．０６６．７２５．０５０．０５３．８４４．２５００ha 以上

資料：１９９０年，２０００年世界農林業センサス
注：網掛け部分は２０００年の方が１９９０年時点よりも高い実施林家率である階層を示す。



特に，北九州，南九州では３０～１００ha の層では低下が大きい。

　これに対して，非農家林家では２０００年段階においても農家林家

に比べて低い水準ではあるものの，全国，北・南九州の全ての階

層で実施林家率が高まっている。２０～３０ha層と５００ha層において

顕著であり，南九州においては５０～１００ha 層で４．７％から１０．５％，

１００～５００ha 層では６．７％から３４．３％へと主伐実施林家率が高まっ

ている。

Ⅲ．素材生産を担う事業体の存在形態

　（１）林業サービス事業体等調査

　「林業サービス事業体等調査」は２０００年から新規に開始された

調査であり，「過去１年間に育林作業の請負又は５０m３以上の素材

生産の請負又は立木買いをした事業体」を対象に実施された。セ

ンサスでは，造林・保育の請負を主とする「育林サービス事業

体」（全国で３３３７事業体，うち九州５３４事業体）及び素材生産の請

負を主とする「素材生産サービス事業体」（同１０２１，２３６）を合わ

せて「サービス事業体」（４３５８，７６０）といい，別途「立木買いを

主とする素材生産事業体」（２９８２，５５０）と区別されているが，い

わゆる素材生産の動向をみる上では，請負と立木買いを合わせた

「５０m３以上の素材生産を行っている事業体」の動向を把握するこ

とが必要である。これには「育林サービス事業体」でも５０m３以

上の素材生産を実施していれば含まれ，全国で５７３５事業体（うち

北九州５９２，南九州５４０）が実査された。

　（２）地帯別にみた「素材生産事業体」の特徴

　表－４は５０m３以上の素材生産を実施した事業体（以下，「素材

生産事業体」と略す）に関して地帯別の概要を示したものである。
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表－４．「素材生産事業体」の地帯別概要

１人日当
たり素材
生産量

（m３�人日）

１事業体
当たり素
材生産量

（m３）

投下労働
量

（百人日）

うち立木
買いの
比率

（％）

素材生産
量

（千m３）

うち立木
買いを 
行った事
業体比率
（％）

事業体数地域名称

３．２２，３３９５６５５７．１１３，４１６７３．８５，７３５全 国

５．２６，４０２９１４５１．１２，７４７６７．８４２９北 海 道

３．４２，７２２６２２６０．８３，１７４７５．８１，１６６東 北

２．６１，０９２３１０６３．１３２８７８．３３００北 陸

３．０１，８８６４４７５１．４１，２２０７２．２６４７関東・東山

２．２１，５４９５７６５３．４８２９７２．９５３５東 海

２．４１，１１４３５２６８．２６１９７８．９５５５近 畿

２．３１，３５３４７５７６．９８８２８４．８６５２中 国

２．７２，３３６６５７４４．１７４３５７．９３１８四 国

２．９１，９７９５６４４０．６１，１７１６６．６５９２北 九 州

３．８３，１４４７５８６７．１１，６９８７３．７５４０南 九 州

２．２５，８２２２６５８．０６１００．０１沖 縄

注：５０m３以上の素材生産請負及び立木買いの事業体の取りまとめである。

表－ 3．保有山林規模別の主伐実施林家率
（単位：％）

非農家林家農家林家

南　九　州北　九　州全　　国南　九　州北　九　州全　　国

２０００年１９９０年２０００年１９９０年２０００年１９９０年２０００年１９９０年２０００年１９９０年２０００年１９９０年

３．７１．９２．１１．５１．４１．１５．３５．５３．１３．４２．１２．１総平均

１．４１．３１．００．５０．６０．４２．４１．７１．５１．７１．０１．０３～５ ha

３．５１．１１．８１．２１．００．６４．６４．６２．６２．６１．７１．５５～１０ha

４．７２．７２．２１．８１．６１．１７．８８．８４．６４．９２．８２．８１０～２０ha

７．３３．６５．０１．８２．４１．８１０．１　１２．５　７．５８．４４．４５．１２０～３０ha

８．９７．４４．３４．０３．５３．２１１．６　１８．５　８．２１３．０５．７７．２３０～５０ha

１０．５　４．７８．８６．０５．９５．３１２．２　１９．０　１３．３　１６．４９．２１１．８　５０～１００ha

３４．３　６．７１５．４１３．４　１１．４　８．２３１．４　２５．９　２６．５　２６．５１８．０　２０．０　１００～５００ha

２０．０　０．０２８．６２０．０　２０．３　１０．６　５０．０　３３．３　２５．０　２５．０３６．５　２６．０　５００ha 以上

資料／注：前表と同じ。

表－５．南九州における作業面積規模別「素材生産事業体」
（単位：事業体数，ha，％）

作業請負等面積規模別の割合（％）実施事業体数
及び面積

１００ｈａ以上５０～１００２０～５０１０～２０５～１０５ｈａ未満

１３．３１０．０１６．９１３．７１２．０３４．１２４９事 業 体間伐請負

７６．６９．７８．３２．８１．３１．２１５，３３２作業面積

０．０１．３９．５１５．２１９．０５５．０２３１事 業 体主伐請負

－９．１３３．７２７．０１６．９１３．３１，６８６作業面積

１．３２．３９．８１３．３１５．１５８．３３９８事 業 体主伐立木買い

２７．３１３．８２３．９１６．４９．４９．３４，２１１作業面積

資料：２０００年林業サービス事業体等調査結果より作成。



事業体数でみると，立木買いを行った事業体は中国地方が最も高

いが，他地域は概ね６～７割である。北九州は６６．６％，南九州は

７３．７％であり，全国平均を下回る。生産量でみると，北九州は

４０．６％と立木買の比率が全国で最も低いが，南九州では６７．１％が

立木買いとなっており，近畿，中国に次いで高い。

　事業体の規模では，沖縄の１事業体を除くと，南九州は

３，１４４m３で北海道に次いで大きい。また，生産性を示す１人当た

りの素材生産量も北海道の５．２m３に次いで，南九州は３．８m３と高

いことが指摘できる。

　（３）南九州における素材生産事業体の規模別存在形態

　表－５は南九州における作業面積規模別にみた事業体数と事業

量の割合を示している。間伐を請け負う事業体は，森林組合を中

心に年間の作業請負面積１００ha 以上の事業体３３事業体（１３．３％）

が面積的には７６．６％をカバーしている。

　主伐を請け負う事業体は１００ha 以上層が存在せず，年間１０～

５０ha の作業面積の事業体が面積的には６割を占めている。一方，

立木買いを行っている事業体では３９８事業体のうち上位５事業体

（１．３％）の１００ha 以上の事業体が作業面積全体の２７．３％を占める。

事業体数では約６割が５ ha 未満であるが，作業面積の２／３は

２０ha 以上の事業体によって担われており，立木買いを行う業者

において事業面積の集中化が進んでいる。

Ⅳ．まとめ

　現在までに公表された２０００年センサスの林家調査及びサービス

事業体等調査を利用して九州の素材生産の特徴について分析した。

９０年センサス時点で指摘された九州における林家の活発性につい

ては変わらないものの，間伐実施林家率の低下や非農家林家の大

規模層における主伐実施林家率の増加や南九州における素材生産

事業体の活力が高く，主伐では立木買いが２／３を占める等，９０

年代に事例的な実証研究で指摘された事象が統計的にも明らかと

なった。

　また，主伐後の再造林の問題等については今後，公表される属

地調査である林業地域調査とリンクさせて分析することが必要で

あり，更に都道府県及び市町村，流域別に林家やサービス事業体

調査の動向を明らかにすることが求められる。
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